
一般会計決算の状況について

各会計の令和元年度決算状況

　市は毎年「庄原市財政状況の公表に関する条例」に基づき、予算の
執行状況や決算、財政の健全度を示す基準について公表しています。
　今回は、令和元年度決算や健全化判断比率と令和２年度上半期の
予算の執行状況についてお知らせします。
　より詳しい内容は市ホームページに掲載していますのでご覧ください。

　令和元年度は、平成 30 年７月豪雨災害以降、早期復旧による市民生活の安心・安全の確保のため、
災害復旧事業を最優先に取り組んできました。そのため災害復旧事業費は、対前年度比約２倍となる
33 億 8,994 万円となりました。また、激甚災害に指定されていることから、これらの経費の大部分を
国や県から交付される負担金や補助金で対応しました。
　なお、災害復旧事業の進

し ん

捗
ちょく

率は、被災個所が広範囲かつ膨大な件数に上ることなどから、43.8％（令
和２年９月末時点）となっています。

会　　計　　名 歳入決算額
Ａ

歳出決算額
Ｂ

形式収支
Ｃ＝Ａ－Ｂ

繰越財源
Ｄ

実質収支
Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般会計 313億763万円 306億1,668万円 6億9,095万円 2億1,023万円 4億8,072万円
住宅資金特別会計 643万円 597万円 46万円 0万円 46万円
歯科診療所特別会計 2,748万円 2,746万円 2万円 0万円 2万円
休日診療センター特別会計 1,230万円 1,230万円 0万円 0万円 0万円
国民健康保険特別会計 40億8,940万円 40億1,693万円 7,248万円 0万円 7,248万円
国民健康保険特別会計（直診勘定） 7,033万円 7,015万円 18万円 0万円 18万円
後期高齢者医療特別会計 6億5,011万円 6億4,841万円 170万円 0万円 170万円
介護保険特別会計 64億772万円 63億749万円 1億23万円 0万円 1億23万円
介護保険サービス事業特別会計 4,830万円 4,830万円 0万円 0万円 0万円
公共下水道事業特別会計 11億6,549万円 10億2,583万円 1億3,965万円 401万円 1億3,564万円
農業集落排水事業特別会計 3億9,693万円 3億9,513万円 180万円 85万円 95万円
浄化槽整備事業特別会計 2億2,865万円 2億805万円 2,060万円 1,990万円 69万円
工業団地造成事業特別会計 743万円 743万円 0万円 0万円 0万円
宅地造成事業特別会計 18万円 18万円 0万円 0万円 0万円

※一般会計の実質収支（黒字となったお金）のうち、２億 5,000 万円は財政調整基金（貯金）へ積み立て、残り２億 3,073 万円を令和２年度に繰り越しました。

会　　計　　名 収　　益 費　　用 特別利益 特別損失 当年度純利益
（▲損失）

水道事業 11億3,278万円 10億5,623万円 0万円 0万円 7,655万円
病院事業 13億6,995万円 13億2,278万円 0万円 0万円 4,717万円

財政課財政係　☎ 0824 ｰ 73 ｰ 1129

一般会計・特別会計

企業会計

（令和２年１月１日現在の住民基本台帳人口34,869人）

法人市民税および固定資産税の増　　　　　　　　

　個人市民税は、所得割の減少などにより前年度比 1,634 万円減額
しましたが、法人市民税が 2,081 万円増額となり、市民税全体では
448 万円の増額となりました。また、家屋の新築や太陽光発電設備
などの臨時的軽減措置が終了したことから、固定資産税が前年度比
2,879 万円増加し、市税全体で 3,736 万円の増額となりました。

普通交付税の縮減　　　　　　　　

　普通交付税は、平成 27 年度から段階的に縮減され、その５年次
目となる令和元年度は、前年度と比較して２億 8,444 万円の減額と
なりました。また、特別交付税も、平成 30 年７月豪雨災害対応分
の交付額が減少したことなどから、２億 7,183 万円の減額となり、
地方交付税全体では 5 億 5,628 万円の減額になりました。

災害復旧費負担金などの増

　主に平成 30 年７月豪雨災害からの復旧経費に対しての国や県か
ら負担金・補助金が対前年度比 18 億 2,329 万円と大幅な増額とな
りました。
●公共災害復旧費負担金　　　　　　10 億 7,153 万円
●廃棄物処理施設災害復旧費補助金　 ７億 3,885 万円ほか

歳入のポイント

合計
313億
763万円

（▲２億2,950万円）

一般会計歳入

 依存財源
 80.8％

地方交付税 
133億7,235万円 
(▲5億5,628万円)

使用料・手数料など 
11億676万円 
(+9,288万円)

繰越金 
6億1,797万円 
(+2億3,932万円)

市債 
36億7,949万円 
(▲6億3,793万円)

市税 
38億405万円 
(+3,736万円)

国・県支出金 
68億4,145万円 
(+18億2,329万円)

繰入金 
4億9,219万円 
(▲13億1,094万円)

地方譲与税・
各種交付金など 
13億9,338万円 
(+8,280万円)

被災建物撤去や固定資産評価替による増
　豪雨災害により被災した建物撤去に要する経費の増 6,279
万円や令和 3 年度に実施する固定資産の評価替えに要する経
費の増 3,510 万円などにより、物件費全体で２億 8,110 万円
の増額となりました。

災害復旧事業費の増
　令和元年度は、本格的な復旧工事の開始などにより、前年
度に比べ大幅に増額となる 33 億 8,994 万円となっています。
●公共災害復旧事業（道路・河川） 12 億 2,630 万円
●廃棄物処理施設災害復旧事業 10 億 1,909 万円
●農業用施設災害復旧事業（農道・水路） ５億 7,395 万円
●農地災害復旧事業 ３億 8,481 万円
 ほか

施設整備完了や事業費調整による減
　西城保育所整備事業が５億 5,547 万円、新焼却施設整備
事業が２億 6,753 万円とそれぞれ増額となりましたが、超高
速情報通信網整備事業や庄原斎場整備事業など大型事業の
完了に伴う減額により、普通建設事業全体では、13 億 320
万円の減額となる 38 億 9,879 万円となりました。

歳出のポイント一般会計歳出

人件費 
39億6,490万円 
(▲6,494万円)

災害復旧事業費 
33億8,994万円 
(+17億1,757万円)

合計
306億
1,668万円
（▲5,248万円）

 その他経費 
 38.1%

 義務的経費 
 38.1%

扶助費 
37億537万円 
(+5,602万円)

公債費 
39億9,283万円 
(▲7億6,457万円)

物件費 
41億1,873万円 
(+2億8,110万円)

補助費等 
39億6,441万円 
(+860万円)

繰出金 
29億1,672万円 
(▲3,577万円)

積立金 
4億4,952万円 
(+7,074万円)

 投資的経費
 23.8%

普通建設事業費 
38億9,879万円 
(▲13億320万円)

その他（貸付金など） 
2億1,547万円 
(▲1,803万円)

令和元年度

決算

市民１人当たりの決算額物 件 費

地方交付税

市　　税

国・県支出金

普通建設事業費

自治振興、定住支援、生活交通路線確保、
戸籍事務などに

総務費　9.6 万円（11％）市議会の運営、商工業・観光の振興、
消防・防災などに

その他　6.8 万円（8％）

平成 30 年７月豪雨災害の復旧・復興に
災害復旧費　9.7 万円（11％）

市債（市の借金）の元金と利子の支払
などに

公債費　11.5 万円（13％）

小・中学校の教育や施設整備、生涯学習、
体育施設の管理などに

教育費　5.6 万円（7％）

道路の整備、区画整理、公園や公営住
宅の管理などに

高齢者や障害者などの福祉や保育所運
営などに

民生費　23.0 万円（26％）

医療の充実、健康診査、ごみ処理、水
道事業などに

衛生費　7.3 万円（8％）

新規就農者の支援や森林の整備など農
林水産業の振興に

農林水産業費　7.2 万円（8％）

総 額
87.8 万円

土木費　7.0 万円（8％）

※（　）は総額に対する割合

※（　）は前年度比

※（　）は前年度比

※金額は万円未満を四捨五入していますので、内訳の合計は必ずしも一致しません。

 自主財源
 19.2％

災害復旧事業費
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区　　　分 予　算　額 収入済額と収入率 支出済額と執行率
一　般　会　計 424億 8,688 万円 171 億 1,524 万円 40.3% 154 億 3,063 万円 36.3%
特別会計　合計 118億 9,674 万円 44億 4,674 万円 37.4% 45 億 6,694 万円 38.4%
国民健康保険 38億 7,713 万円 14億 7,398 万円 38.0% 14 億 5,812 万円 37.6%
介護保険 64億 6,510 万円 26億 1,263 万円 40.4% 25 億 5,226 万円 39.5%
その他 15億 5,451 万円 3億 6,013 万円 23.2% 5億 5,656 万円 35.8%

水
道
事
業

収益的収支
収入 11億 5,738 万円 4億 6,675 万円 40.3%
支出 11億 1,018 万円 4億 6,132 万円 41.6%

資本的収支
収入 5億 6,148 万円 1,806 万円 3.2%
支出 9億 3,340 万円 2億 1,649 万円 23.2%

下
水
道
事
業

収益的収支
収入 9億 9,103 万円 5億 929 万円 51.4％
支出 9億 7,529 万円 3億 8,985 万円 40.0％

資本的収支
収入 6億 7,721 万円 3億 847 万円 45.6％
支出 7億 4,072 万円 2億 2,437 万円 30.3％

病
院
事
業

収益的収支
収入 14億 559 万円 7億 5,019 万円 53.4%
支出 14億 509 万円 5億 6,971 万円 40.5%

資本的収支
収入 8,870 万円 3,879 万円 43.7%
支出 1億 2,195 万円 3,671 万円 30.1%

会　　計　　名 令和元年度末残高 前年度からの増減額
一般会計 385億7,704万円 ▲1億4,427万円
住宅資金特別会計 103万円 ▲156万円
公共下水道事業特別会計 47億4,664万円 ▲1億3,708万円
農業集落排水事業特別会計 26億2,490万円 ▲1億7,080万円
浄化槽整備事業特別会計 5億764万円 1,405万円
水道事業 36億7,914万円 ▲2億268万円
病院事業 3億2,003万円 ▲438万円
市債残高合計 504億5,641万円 ▲6億4,672万円

基　　金　　名 令和元年度末残高 前年度からの増減額
財政調整基金 38億2,688万円 ▲5億4,890万円
減債基金 73万円 0万円
地域振興基金 30億4,970万円 ▲2億2,236万円
過疎地域自立促進基金 1億9,549万円 ▲8,965万円
国民健康保険財政調整基金 2億5,808万円 7,002万円
その他の基金 6億7,580万円 7,599万円
基金残高合計 80億668万円 ▲7億1,490万円

区　　分 予　算　額 収入済額 収入率
市　　税 37億4,628万円 22億4,493万円 59.9%
国民健康保険税 6億8,461万円 2億5,029万円 36.6%

　 市　　債 480億1,065万円
一般会計 365億7,936万円
特別会計 30億3,395万円
企業会計 83億9,735万円

市債残高状況

基金残高状況

●税の収入状況（一般会計・国民健康保険特別会計）

●一般会計・特別会計・公営企業会計の収支状況

●市債残高

　庄原市財政状況の公表に関する条例に基づき、令和２年度の４月１日から９月 30 日までの予算の執行
状況についてお知らせします。
※令和２年度から、公共下水道事業特別会計は下水道事業会計へ移行、工業団地造成事業特別会計は廃止となりました。

健全化判断比率の推移
　計画的な市債発行による市債残高や償還額の減少など、これ
までの財政健全化の取り組みにより、実質公債費比率および将
来負担比率は改善傾向にあります。
　令和元年度決算では、実質公債費比率は前年度比 1.2％、将
来負担比率も前年度比 8.8％の健全化が図れました。
　今後も、計画的な市債発行などにより、財政の健全化を進め
ます。
※実質赤字比率および連結実質赤字比率は、黒字のため該当ありません。

計画的な借入や繰上償還により、市債残高は年々着実に減少しています。
また、災害復旧事業に対する国県支出金の交付額の増加に伴い、財政調整基金の取
崩額も減少しています。

地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断す
るための「健全化判断比率」として実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、
将来負担比率の４つの指標があります。

市債・基金残高 健全化判断比率

公営企業の資金収支の累積不足額を表すもので、庄原市ではすべての公営企業
で該当ありませんでした。資金不足比率

※庄原市で対象となる公営企業は、水道事業、病院事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、
浄化槽整備事業、宅地造成事業、工業団地造成事業です。

該当なし資金不足比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

20％

111.9％ 350％

13.2％ 25％ 35％

該当なし 17.64％ 30％

該当なし 12.64％ 20％

将来負担比率
　地方公共団体の一般会計などの借入金や将来支払っていく可能性のある負担などの現時点での残高を指標化し、
将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。庄原市は 111.9％と早期健全化基準内の指標となっています。

実質公債費比率
借入金の返済額およびこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標です。公債費負担適正化

計画に基づく計画的な市債の発行に努めることで、13.2％と早期健全化基準内の指標となっています。

連結実質赤字比率
　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体とし
ての財政運営の悪化の度合いを示す指標です。庄原市は黒字のため該当ありませんでした。

実質赤字比率
　福祉、教育、まちづくりなどを行う地方公共団体の一般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度
合いを示す指標です。庄原市は黒字のため該当ありませんでした。
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※令和２年３月31日時点残高
（令和２年１月１日現在の住民基本台帳人口34,869人）
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504億5,641万円

市債残高の推移（全会計） 

令和元年度末における
市民１人当たりの市債残高

144.7万円

令和２年度上半期予算の執行状況
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